
第９号様式(第14条関係)
サービス付き高齢者向け住宅の登録を受けた有料老人ホーム重要事項説明書
（「登録事項等についての説明」の補足）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　作成日　　2022年　3月30日
　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　登録番号　相23（2）002
　　　　　　　　　　　　　　施設名　ホームステーションらいふ小田急相模原

「１.サービス付き高齢者向け住宅の名称及び所在地」について
	開 設 年 月 日
	　2012年　11月　1日

	名称
	　ホームステーションらいふ小田急相模原

	所在地
	　神奈川県相模原市南区相南4-24-55

	住宅の管理者氏名※1
	　杉山　麻希

	電話番号 / ＦＡＸ番号
	　042-767-5512　/　042-767-5513

	メールアドレス
	　odasaga@life-silver.com

	ホームページアドレス
	https://www.life-silver.com/life_facility/kanagawa/odakyusagamihara.html 


※1　管理者を配置している場合に記入

「２.サービス付き高齢者向け住宅事業を行う者」について
	ＦＡＸ番号
	 03-5769-7269

	ホームページアドレス
	 https://www.life-silver.com

	資本金(基本財産)
	 1億円

	主な出資者(出捐者)とその金額又は比率 ※2
	綜合警備保障株式会社 (100％)

	設 立 年 月 日
	　1995年 11月 9日

	直近の事業収支決算額 ※３
	(収益)11,490百万円　(費用)10,664百万円　(損益)826百万円

	会計監査人との契約
	　なし ・ あり（　　　　　　　）

	他の主な事業
	介護保険指定事業（第1号訪問・通所事業、居宅介護支援、特定施設入居者生活介護、通所介護、サービス付き高齢者向け住宅）、環境衛生検査分析事業


※2　出資(出捐)額の多い順に上位３者の氏名又は名称並びに各出資(出捐)額又は比率を記入。
※3　原則として、収益は売上高＋営業外収益、費用は売上原価＋販売費及び一般管理費＋営業外費用、損益は経常利益とする。

「３.サービス付き高齢者向け住宅事業を行う者の事務所」について
	ＦＡＸ番号
	　042-767-5513

	ホームページアドレス
	https://www.life-silver.com/life_facility/kanagawa/odakyusagamihara.html





「４.サービス付き高齢者向け住宅の戸数、規模並びに構造及び設備」について
	建築基準法上の主要用途
	　寄宿舎　・　共同住宅　・　有料老人ホーム　・　その他

	建築物の耐火構造
	耐火構造　・　準耐火構造　・　その他（　　　　　　　　　）

	消防用設備等
	消火器
	なし・あり

	
	自動火災報知設備
	なし・あり

	
	火災通報設備
	なし・あり

	
	スプリンクラー
	なし・あり

	
	防火管理者
	なし・あり

	
	防災計画
	なし・あり

	緊急通報装置等
緊急連絡・安否確認
	緊急通報装置等の種類及び設置箇所
・各居室、共用の浴室、トイレ、洗面台に会話可能なナースコールを設置

	
	安否確認の方法・頻度等
・昼間９時～１７時１時間毎に巡回
・緊急時対応：ナースコール　２４時間対応



「５.サービス付き高齢者向け住宅の入居契約、入居者資格及び入居開始時期（居住の用に供す
る前である場合）」について
（１）入居契約の状況等
	身元引受人等の条件及び義務等※4
	１．当住宅の建物賃貸借契約及びサービス利用契約から生ずる、入居者のすべての債務の連帯保証　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２．建物賃貸借契約及び(介護予防）特定施設入居者生活介護利用契約終了後の入居者の身柄引取り　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３．介護サービス提供計画（生活プラン）への同意　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４．入居者の治療、入院に関する手配の協力　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５．利用契約終了時に入居者が生存していない場合の、敷金等の返還先銀行口座の指定

	生活保護受給者の受入れ対応
	　　否 ・ 可

	事業者又は入居者が入居契約を解除する場合の事由及び手続等 ※5
	〈建物賃貸借契約における契約の解除〉
・建物賃貸借契約書第9条（契約の解除）に定める解除事由に該当したとき
・建物賃貸借契約書第10条（甲からの解約）により解約の申し入れがあった場合
・建物賃貸借契約書第１1条（乙からの解約）により入居者が契約の解除を申し入れた場合
〈サービス利用契約における契約の解除〉
・介護予防特定施設入居者生活介護利用契約書第14条に定める解除事由に該当したとき
・介護予防特定施設入居者生活介護利用契約書第15条により入居者が契約の解約を申し入れた場合
・特定施設入居者生活介護利用契約書第14条に定める解除事由に該当
したとき
・特定施設入居者生活介護利用契約書第15条により入居者が契約の解約を申し入れた場合
・生活支援サービス契約書第9条により入居者が契約の解約を申し入れた場合
（返還金について）
既に払い込まれている月額利用料は、日割の利用料を差し引き返還します。

	前年度における
退去者の状況
	退去先別の人数
	自宅等
	人

	
	
	社会福祉施設
	人

	
	
	医療機関
	人

	
	
	死亡者
	人

	
	
	その他
	人

	
	生前解約の状況
	事業者側の申し出
	人

	
	
	
	（解約事由の例）

	
	
	入居者側の申し出
	人

	
	
	
	（解約事由の例）

	体験入居の期間及び費用負担等
	１泊２日　5,400円（税込,介護費用、食費含む）(最長7日間）　
※介護保険は適用外になります。


※4　入居契約書に身元引受人や後見人等の選任を定めている場合に記入
※5　入居契約の条項に沿って、解除の事由及び手続、予告期間、前払金の返還時期等を正確に記入。

（２）入居状況等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (　2020年　5月　1日現在)
	入居者内訳
	性　別
	　男　性　21人、　女　性　50人

	
	介護の
要否別
	　自　立　　0人

	
	
	　要介護　52人　
	（内訳）　　要介護１　　　　14人
　　　　　　要介護２　　　　14人
　　　　　　要介護３　　　　 6人
　　　　　　要介護４　　　　10人
　　　　　　要介護５　　　　 8人

	
	
	　要支援　19人　
	（内訳）　　要支援１　　　　10人
　　　　　　要支援２　　　　 9人

	平均年齢
	　　87.7歳（男性　89.2歳、女性　87.1歳）


注) 介護の要否別及び平均年齢については、入居者数が少ない等の状況により、個人が特定される場合には、プライバシー保護の観点から記入する必要はない。

「６.サービス付き高齢者向け住宅において提供される高齢者生活支援サービス及び入居者から受領する金銭」について
（１）運営に関すること
	運営に関する方針
	高齢者の居住の安定確保に関する法律住まい法の基本方針及び県の高齢者居住安定確保計画に沿って適切に運営いたします。

	サービスの提供内容に関する特色
	･生きる力を引き出す介護と生きる力の介護
･地域に根ざしたサービス

	運営懇談会の開催状況　※6
(開催回数、設置者の役職員を除く参加者数、主な議題等)
	開催：2018年11月16日　参加者：9名
議題：親孝行システム(見守りシステム)進捗状況、ご入居者様のQOL向上、社内教育研修の取組み、リスク管理(地震BCP(Business Continuity Plan) の取組み、新規開設施設、メディア関連、施設からの近況報告、事故報告、職員募集へのご協力のお願い

開催：2019年6月13日　参加者：4名
議題：24期決算報告、認知症と減薬の取組み、新規開設施設事業所、ﾒﾃﾞｨｱ関連、施設の近況報告､事故の概況､職員募集のご協力のお願い


　※6　運営懇談会を設置している場合は記入

（２）苦情等の取り扱い
	苦情解決の体制（相談窓口､責任者､連絡先、第三者機関の連絡先等）
	施設及び本社
· 施設担当者・・・施設長　℡　042-767-5512　
· 本社施設事業部　℡　03-5769-7268
施設及び本社での解決が難しい場合は、次の第三者機関や行政に相談することができます。
· 神奈川県国民健康保険団体連合会　苦情相談窓口
　　℡　0570-022110（苦情専用）
· 神奈川県保健福祉局　高齢施設課　保健・居住施設グループ
　　℡　045-210-1111（代表）
· 神奈川県保健福祉局　地域保健福祉部福祉監査指導課
　　℡　045-210-1111（代表）
· 相模原市福祉基盤課
　　℡　042-769-9226
・その他、各人の介護保険者証にある保険者

	事故発生時の対応（医療機関等との連携、家族等への連絡方法・説明等）
	事故の発生時は施設内マニュアルに沿って速やかに応急措置、協力医療機関へ連絡し、指示を仰ぐ。若しくは119番通報による他の医療機関への搬入を行うとともに、施設長から家族への連絡を行います。
また、事故についての記録・検証を行い、今後の防止策を講じます。

	事故発生の防止のための指針
	　なし・あり　

	損害賠償（対応方針及び損害保険契約の概要等）
	施設内で不慮の事故が発生した場合は、損害補償保険にて支払う。ただし、入居者に重大な過失がある場合には、賠償額を減ずることがある。

	サービスの提供に伴う事故等が発生した場合の損害賠償保険等への加入
	　なし・あり　　ありの場合の保険名：
(三井住友海上火災保険株式会社　)

	利用者アンケート調査、意見箱等利用者の意見等を把握する取組の状況
	１　あり
	実施日
	

	
	
	結果の開示
	１　あり　　２　なし　

	
	　 ２　なし

	第三者による評価の実施状況
	１　あり
	実施日
	

	
	
	評価機関名称
	

	
	
	結果の開示
	１　あり　　２　なし　

	
	   ２　なし



（３）医療
	協力医療機関（又は嘱託医）の概要及び協力内容
	名　　称
	医療法人社団　七福会　ホリィマームクリニック海老名

	
	診療科目
	内科、心療内科、皮膚科

	
	所在地
	神奈川県海老名市河原口237

	
	距離及び所要時間
	8km、車で18分

	
	協力内容
	健康相談、往診、健康診断等

	協力歯科医療機関
	名　　称
	医療法人　桜樹会

	
	所在地
	相模原市南区相模大野5-13-15　1階

	
	距離及び所要時間
	2.7ｋｍ、車で10分

	
	協力内容
	歯科、口腔ケア

	入居者が医療を要する場合の対応（入居者の意思確認、医師の判断、医療機関の選定、費用負担、長期に入院する場合の対応等）
	【医療対応体制】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１、提携先の医療機関、協力医にて、または医師の訪問を受けて行われる行為　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　①健康相談②診療、治療行為③定期健康診断④予防接種⑤緊急時の対応（24時間対応）⑥医師の指導のもと、機能訓練士によるリハビリ行為　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２、施設看護師が実施する医療行為（医師の指示による）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　①経管栄養（胃や鼻から直接栄養を流し込む）②点滴③インシュリンの投与④たん吸引⑤在宅酸素　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３、施設スタッフが行う行為　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　①日常の健康管理として体温や心拍数・血圧（自動血圧測定器による）の測定と記録②医師の指示のもと、看護師の助言に基づいて、一包化された薬の服薬確認　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４、治療への協力　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　病気またはケガにより診断・治療が必要となった場合、次のサービスを提供します。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　①緊急時の対応②通院の介助（一部有料）③入退院時の移送（一部有料
【医療的ケア充実の為の協力医療機関との連携強化への取り組み】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１、医療機関との連携・情報の共有　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地域の協力医療機関の医師による月2回の訪問診療、また年2回の定期健康診断を実施。入居者様の健康状態は、看護師や介護スタッフで共有し、毎日のサポートに反映するとともに、お身体の状態については、状況に応じてご家族様にもお伝えしています。週1回、訪問歯科医による治療も実施。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２、緊急時の連絡体制　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ご家族様に事前にお決めいただいた優先順位に基づいた連絡体制のもと、緊急時には、看護師や介護スタッフが協力医療機関の医師との連携を図りながら、迅速な対応をいたします。ホームでの対応が難しい症状の場合や、医師からの指示があった場合は、医療機関での治療となります。
通院－・通院同行は1,650円(税込)／30分(協力医療機関以外)
　　　・治療に関わる費用は入居者の負担となります。
入院－・入退院の移送、同行は、1,650円(税込)／30分(協力医療機関以外)
・入院に関わる費用は入居者の負担となります。





（４）職員体制　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
ア　職種別の職員数等　　　　　　　　　　　　　　　　　(2019年　7月　1日現在)
	
	　 職 員 数
	常勤換算後の
	夜間勤務職員数
(　時～翌　時)
（最少人数）
	備　　考
（資格・委託等）

	
	
	人数
	うち自立対応
	
	

	従業者の内訳
	管理者
	　1※ (　　 )
	
	
	
	

	
	生活相談員
	　2※ (　　 )
	
	
	
	

	
	直接処遇職員
	　26　 ( 25  )
	  26
	
	     2
	

	
	
	介護職員
	　35　 ( 23  ) 
	  23.9
	 
	     2
	

	
	
	看護職員
	　 4　 (  2  )
	   3.5
	
	     0
	

	
	機能訓練指導員
	　 1　 (0.06 )
	
	
	
	

	
	
	理学療法士
	　　　 (　　 )
	
	
	
	

	
	
	作業療法士
	　　　 (　　 )
	
	
	
	

	
	
	その他
	　 1   (0.06 )
	
	
	
	

	
	計画作成担当者
	　 1   (　1  )
	
	
	
	

	
	医師
	　　　 (　　 )
	
	
	
	

	
	栄養士
	　　　 (　　 )
	
	
	
	

	
	調理員
	　　　 (　　 )
	
	
	
	

	
	事務職員
	　　　 (　　 )
	
	
	
	

	
	その他職員
	　　　 (　　 )
	
	
	
	

	　　合　　　計
	　　71 (　51 )
	
	
	
	

	介護に関わる職員体制　※7
	1 ：　3　以上


注１) 職員数欄の(　　)内は、非常勤職員数で内数。
２) 直接処遇職員は、要介護者及び要支援者に対して介護サービスを提供する職員と自立者に対して一時的な介護その他日常生活上必要な援助を行う職員を合わせた数とし、また、常勤換算後の人数において、自立者対応の人数を内数で記入。
　　なお、特定施設入居者生活介護等を提供しない場合は、記入不要
３）機能訓練指導員及び計画作成担当者が他の職務を兼務している場合は、職員数の人数に※印をつけるとともに、兼務している職名を備考欄に記入。
４) 備考欄には、直接処遇職員や調理員等の委託、看護職員等の機能訓練指導員兼務、計画作成担当者の介護支援専門員資格等を記入。
５）状況把握等を行う職員を配置している場合は、生活相談員として記入
※7　特定施設入居者生活介護等を提供しない場合は、記入不要



イ　職員の状況
	管理者
	他の職務との兼務
	１　あり　　２　なし

	
	兼務に係る資格等
	１　あり　

	
	
	
	資格等の名称
	

	
	
	２　なし

	
	看護職員
	介護職員
	生活相談員
	機能訓練
指導員
	計画作成
担当者

	
	常勤
	非常勤
	常勤
	非常勤
	常勤
	非常勤
	常勤
	非常勤
	常勤
	非常勤

	前年度１年間の
採用者数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	前年度１年間の
退職者数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	業務に従事した経験年数に
応じた職員の人数
	1年未満
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	1年以上
3年未満
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	3年以上
5年未満
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	5年以上
10年未満
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	10年以上
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	従業者の健康診断の実施状況
	１　あり　　　２　なし



ウ　要介護者・要支援者に対する直接処遇職員体制（特定施設入居者生活介護等を提供しない場合は、記入不要）
	
	前々年度の平均値
	前年度の平均値 ※11
	今年度の平均値 ※10

	要支援者の人数
	
	
	

	要介護者の人数
	
	
	

	指定基準上の直接処遇職員の人数 ※8
	
	
	

	配置している直接処遇職員の人数 ※9
	
	
	

	要支援者・要介護者の
合計人数に対する配置
直接処遇職員の人数の割合
	：
	：
	：

	常勤換算方法の考え方※11
	常勤職員の週勤務時間　　　時間で除して算出

	従業者の勤務体制の概要
	介護職員　早番　　 7：30　～　16：30
　　　　　日勤　　 8：30　～　17：30
　　　　　遅番　　10：30　～　19：30
　　　　　夜勤　　16：30　～　10：30

	
	看護職員　早番　　　：　　～　　：
　　　　　日勤　　 8：30　～　17：30
　　　　　遅番　　　：　　～　　：
　　　　　夜勤　　　：　　～　　：


※8　常勤換算後の人数。
※9　常勤換算後の人数。自立者対応の人数を除く。
※10　今年度の平均値は、作成日の前月までの平均値とすること。
　※11　「前年度の平均値」及び「常勤換算方法」等については指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成１１年３月３１日厚生省令第３７号）等の規定によること

エ　状況把握(安否確認)および生活相談サービスに係る職員の資格取得状況　
	社会福祉士
	人（　　人）
	医　師
	人（　　人）

	介護福祉士
	人（　　人）
	看護師
	3人（　　人）

	介護支援専門員
	人（　　人）
	准看護師
	1人（　　人）

	介護職員実務者研修修了者
	人（　　人）
	資格なし
	人（　　人）

	介護職員初任者研修修了者
	人（　　人）
	


注１) 資格を複数持っている職員がいる場合は、社会福祉士、介護福祉士の順に優先して記入する。他の資格を持っている職員を（　）に外数で記入する。
注２）介護職員基礎研修及び各ホームヘルパー研修修了者は、介護職員初任者研修に含めて記入する。

（５）登録事項の情報開示
	入居希望者等への
情報開示
	重要事項説明書の公開
	　１ 公　開（ 閲覧 ・ 写し交付 ） 　２ 非公開

	
	入居契約書の公開
	　１ 公　開（ 閲覧 ・ 写し交付 ） 　２ 非公開

	
	管理規程の公開
	　１ 公　開（ 閲覧 ・ 写し交付 ） 　２ 非公開

	
	財務諸表の公開
	　１ 公　開（ 閲覧 ・ 写し交付 ） 　２ 非公開

	
	事業収支計画の公開
	　１ 公　開（ 閲覧 ・ 写し交付 ） 　２ 非公開



（６）その他
	相模原市サービス付き高齢者向け住宅整備運営指導指針に適合していない事項　※12
	＜適合していない事項がある場合の内容＞





※12　市の指針上適合していない事項について、指針の８～１４に該当する運営面に関することを記述すること。
なお、代替措置及び改善計画等は、別紙で明記することでも可




●特定施設入居者生活介護に関する事項（該当する場合のみ）
（１）介護を行う場所等
	要介護時(認知症を含む)に介護を行う場所
	居室等
ただし、心身の状況により居室移動の場合があります。



（２）住み替える場合の条件等
	入
を居
住後みに
替居え室
る又
場は
合施
設
	居室から一時介護室へ移る場合(判断基準･手続、追加費用の要否、居室利用権の取扱い等)
	適切な介護サービス提供のため、入居者の身体状況により居室を変更する場合があります。なお、利用権の対象居室は当初の居室から住み替え後の居室に変更となります。
①緊急やむを得ない場合を除き、一定の観察期間を設けます。
②事業所の指定する医師の意見を聴きます。
③入居者の意思を確認し、同意を得ます。
④入居者と引受人等の意見を聴き、同意を得ます。
⑤変更先の場所の概要、介護の内容、費用負担等について入居者及び身元引受人等に説明を行います。
⑥介護場所変更に伴う費用は、前居室の利用者の故意・過失による破損等があった場合のみ、修繕・クリーニング料金を実費にて負担していただきます。
その他、追加料金は発生しません。

	
	従前の居室から別の居室へ住み替える場合（同上）
	

	
	提携ホームへ住み替える場合（同上）
	



（３）介護保険に係る利用料
	介護保険に係る利用料
(適用を受ける場合は、市区町村から交付される「介護保険負担割合証」に記載された利用者負担の割合に応じた額) ※13
	○特定施設入居者生活介護　　　 　　　　  （１か月30日の例）
	区　分
	月　　額
	利用者負担額（1割の場合）

	要介護１
	190,141円
	19,015円

	要介護２
	212,971円
	21,298円

	要介護３
	236,844円
	23,685円

	要介護４
	258,978円
	25,898円

	要介護５
	282,851円
	28,286円


　   


	介護保険に係る利用料
(適用を受ける場合は、市区町村から交付される「介護保険負担割合証」に記載された利用者負担の割合に応じた額) ※13
	〇各種加算の状況
	身体拘束廃止取組の有無
	(減算型・基準型）

	退院・退所時連携加算
	(無・有）

	入居継続支援加算
	(無・有）

	生活機能向上連携加算
	(無・有）

	個別機能訓練加算 
	(無・有）

	夜間看護体制加算 
	(無・有）

	若年性認知症入居者受入加算
	(無・有）

	医療機関連携加算  
	(無・有）

	口腔衛生管理体制加算
	(無・有）

	栄養スクリーニング加算
	(無・有）

	看取り介護加算   
	(無・有）

	認知症専門ケア加算
	(無・有）
	（Ⅰ）

	
	
	（Ⅱ）

	サービス提供体制強化加算
	(無・有）
	（Ⅰ）イ

	
	
	（Ⅰ）ロ

	
	
	（Ⅱ）

	
	
	（Ⅲ）

	介護職員処遇改善加算
	(無・有）
	（Ⅰ）

	
	
	Ⅱ

	
	
	Ⅲ

	
	
	Ⅳ

	
	
	Ⅴ

	特定処遇改善加算
	(無・有）
	Ⅰ

	
	
	(Ⅱ)






	介護保険に係る利用料
(適用を受ける場合は、市区町村から交付される「介護保険負担割合証」に記載された利用者負担の割合に応じた額) ※13

	○介護予防特定施設入居者生活介護　　　（１か月30日の例）
	区　分
	月　　額
	利用者負担額（1割の場合）

	要支援１
	62,882円
	6,289円

	要支援２
	108,509円
	10,851円



各種加算の状況
	身体拘束廃止取組の有無
	(減算型・基準型）

	生活機能向上連携加算
	(無・有）

	個別機能訓練加算 
	(無・有）

	若年性認知症入居者受入加算
	(無・有）

	医療機関連携加算  
	(無・有）

	口腔衛生管理体制加算
	(無・有）

	栄養スクリーニング加算
	(無・有）

	認知症専門ケア加算
	(無・有）
	（Ⅰ）

	
	
	（Ⅱ）

	サービス提供体制強化加算
	(無・有）
	（Ⅰ）イ

	
	
	（Ⅰ）ロ

	
	
	（Ⅱ）

	
	
	（Ⅲ）

	介護職員処遇改善加算
	(無・有）
	(Ⅰ)

	
	
	Ⅱ






	短期利用の設定（短期利用特定施設入居者生活介護の届出がある）※14
	　無 ・ 有　　　　


※13　月額は、個別機能訓練加算、夜間看護体制加算、医療機関連携加算、認知症専門ケア加算、サービス提供体制強化加算及び介護職員処遇改善加算を含めて記入する。
※14　短期利用特定施設入居者生活介護の届出がある場合には添付書類の別添２を添付する。

○添付書類：別添１「介護サービス等の一覧表」
別添２「短期利用のサービス等の概要」（設定がある場合のみ）
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